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代表取締役社長の岩本でございます。

それでは、決算の状況についてご説明します。
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（説明省略）



2016年3月期の第２四半期の決算は、全ての項目で前期比プラスになりました。

特に受注高・売上高は、大きな伸びを示すことができました。為替の影響もあり、ユーロはマイナ
スに、ドルはプラスに影響しています。

営業利益は前期比40％以上、90億円の増益となりましたが、予定通り行かなかった部分があり
ます。不採算案件による損失は、前年同期は130億円程度ありましたが、今年度上期では107億

円を計上しました。期初に見込んでいた不採算案件の減少による増益額には及ばず、前期比約
20億円の増益要素に止まりました。前期比の増益90億円のうち、不採算案件の減少分を除く70億
円は、売上高が前期比474億円増加したこと及び原価率低減に伴う粗利益の増加の影響です。

純利益は、営業利益の増益に伴い増益となりました。
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2016年度3月期 通期業績見通しは、全項目で前期比プラスを見込んでいます。受注高、売上高は、
上期の業績は好調でしたが、様々なリスク要素も織り込み、受注高1兆4,500億円、売上高1兆5,400億

円という通期業績見通しは変更しておりません。営業利益は、予想していなかった不採算案件が上期
に発生しているものの、下期にリカバリーを行い、期初の業績見通しである1,000億円を達成したいと思
います。

今期は中期経営計画の最終年度です。中期経営計画の目標は、売上高1兆5,000億円を超えることと
EPS200円の達成です。売上高の達成確度は高いと認識しており、EPS200円についても何とか達成した
いと考えています。年間配当金は、期初の発表通り、1株70円としたいと思っています。
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それでは、業績の詳細をご説明する前に、セグメント区分の見直しについてご説明します。



2015年7月に機構改革を行ったことに伴い、今回の決算から開示セグメント区分を変更しました。
過去6年間はカンパニー制をとっており、P&F、E-IT、S&T、GBという4つのカンパニーを事業運営の
ベース及び開示セグメントとしていました。7月に機構改革をした理由の1つは、新しい組織を基本
として来年度開始する新中期経営計画を策定するためです。

6年前にカンパニー制度を導入した背景には、NTTデータグループが今後飛躍をしていくために、

当社の構造上の問題を打破したいという思いがありました。例えば、公共・金融において当社は高
い市場シェアを誇っていましたが、8年～10年ごとに大型プロジェクトのシステム更改を行うたびに
、売上規模は縮小する見通しでした。これはITの技術の進歩に伴い、ハードウェアやソフトウェア、

またソフトウェアの製造の仕方等も進歩するためです。規模縮小を打破するため、強みのある公
共と金融を1つの組織として新しい市場を開拓していこうと考えていました。また、市場シェアが大

変低かった法人のお客様向けビジネスを今後の成長分野と捉え、力を入れていこうという思いも
ありました。

2015年7月の機構改革では、事業本部の上に社内カンパニーを置くカンパニー制を廃止しました。

その理由は、社会、お客様、技術など、当社を取り巻く経営環境の変化のスピードが今後更に激
しくなることを見据え、意思決定の迅速化を図りたいと考えたためです。また、経営環境の変化と
いう意味では、我々の各事業同士が、より連携を強化する必要もありますので、11の事業本部を
４つの分野と、技術革新統括本部にまとめました。
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各セグメントにおける機構改革の狙いは、記載の通りです。
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本ページに2015年3月期の通期実績における新旧セグメントの数値と、2016年3月期の通期予

想における新セグメントの数値を記載しています。カンパニー制であった旧セグメントベースでは、
受注高・売上高共にP&Fの規模が最大でしたが、新しいセグメントベースに置き替えると各セグメ
ントの業績は良いバランスになります。
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旧セグメントベースの営業利益においては、P&Fの占める割合がより一層大きくなりますが、新セ
グメントベースにおける2016年3月期の営業利益予想値は、公共・社会基盤、金融、法人・ソリュー
ションが300数十億円程度で均衡しています。従業員数も3,000人強ずつとなっておりバランスの

良い構成になりました。このように、それぞれのセグメントに対してリソースを適正に配分すること
を通じて、今後、特にグローバルと法人・ソリューション分野を伸ばしていきたいと考えています。

また、来期からの新中期経営計画も、この体制下で策定していきたいと考えています。
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前述の新セグメント区分を前提とし、上期の受注高、売上高、営業利益についてご説明します。



受注高は、全てのセグメントにおいてプラスとなりました。特に公共・社会基盤分野と金融分野では
大型の更改案件を確実に受注しており、それぞれ前期比で大きく増加しました。法人・ソリューション
分野では、特に流通業界において、オムニチャネルのような新しいITを取り入れた動きや投資が活
発となっており、受注高が増加しました。グローバルは前期比175億円の増加うち為替影響が80億
円程度ありましたが、それを差し引いても約100億円増加となりました。アメリカの金融コンサルティ
ングファームであるCarlisle & Gallagher社を買収した影響も多少はあるものの、確実にオーガニック
で受注増がありました。
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公共・社会基盤分野における中央府省向けビジネスでは、先ほど申し上げたようにシステム更
改のたびに売上・利益が縮小します。また、テレコム業界ではかつてに比べると設備投資を控える
動きが出ており、これらのマイナス影響がかなり大きいものの、ユーティリティ業界向けの増収が
寄与し、全体での売上高は前期比で増収となりました。間もなく開始される電力の小売自由化に
伴い、発電・託送・小売における大きな構造転換が起きている中で、当社ビジネスの規模は拡大し
ています。

金融分野は、システム更改に伴う案件規模縮小のマイナス影響はあるものの、新しいお客様の
獲得、新しいサービスの展開により拡大しています。

法人・ソリューション分野では、流通業界向けのオムニチャネルに加え、子会社における流通・製
造業界向けのビジネス拡大が堅調な状況です。

グローバルでは、約110億円の為替影響を除いても200億円程度の増収となりました。
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営業利益についてご説明します。全社において、不採算案件が上期で約107億円発生しました。

公共・社会基盤分野では、大型案件の更改に伴う売上高・利益の縮小に加え、当該分野が不採
算案件発生の影響が一番大きく、前期比で大きく減益となりました。

それ以外の分野では、前期比で増益となりました。金融分野では、今期も不採算案件は発生し
ているものの、昨年発生した不採算案件の減少に加え、増収に伴う増益により、前期比で大幅に
プラスとなりました。

法人・ソリューション分野でも、増収に伴う増益が大きく寄与しました。

グローバルでは、のれん償却後での黒字化という通期目標がありますが、上期はのれん償却前
で前期比プラス11億円となりました。Carlisle & Gallagher社買収によるのれん償却費の増加を差し
引いても、のれん償却後の営業利益は前期比で若干プラスになりました。
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各セグメント別の業績につきましては、これまでのご説明と重複しますので割愛します。
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（説明省略）

16



（説明省略）
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（説明省略）
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当社を取り巻く事業環境と今後の見通しについてご説明いたします。



公共・社会基盤においては、皆様の関心が高いマイナンバーがスタートしました。マイナンバーの発
行や管理に直接的に関わる領域、それに関連した税や社会保障に関わる領域があります。将来的に
は企業におけるマイナンバー収集サービスや、金融機関へ展開される想定もあります。当社では、マ
イナンバーに直接関わるプロジェクトを確実に受注し、取り組んでいます。

中央府省、地方自治体の全体的なIT投資トレンドにおいては、投資の内訳に変化は生じると思いま

すが、マイナンバーを含んだトータルの総予算額は大きく上下しないと思っています。当社がこれまで
手がけ、システム更改期を迎えた案件は確実に受注していますので、それに付加価値をプラスしてビ
ジネスの幅出しを進めていきたいと思います。

地方自治体では、マイナンバーの案件以外にも、地方創生の議論が活発です。ただし、IT投資総額

が大きく増加する可能性は低いと考えており、他社との競争関係は更に厳しくなることが想定される
ため、より効率的に取り組んでいきたいと考えています。

テレコム業界では、IT投資を抑える動きが強くなっており、当社においてもかなりのマイナス要因とな

っています。そのトレンドは下期も継続すると見込んでいますが、マイナス要素を補って余りあるのが
ユーティリティ業界向けビジネスだと考えています。電力の自由化を含めた活況な事業環境が下期、
更には来年度以降も続いていくと思っています。なお、東京電力様向けのスマートメーターは既にサ
ービスを開始し、順調に展開が進んでおり、複数年にわたって2,700万世帯に導入される予定です。
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金融機関では、銀行、保険会社、証券会社それぞれにおいてグローバル展開が大変進んでいま
す。そのため、今後も海外への投資は伸びると思いますが、国内におけるIT投資は全体として慎重

姿勢になっています。当社は海外に多くの拠点があるため、国内の金融機関による海外ビジネスも
プラス要因になりえると考えています。

地方銀行に関しては、従来と同様厳しい環境が続くと思います。統合の報道がされた足利銀行様
は、当社の地銀共同センターの重要なお客様の1社です。統合・再編は他でも起こっており、この動

きは中期的に更に加速すると考えていますが、当社にとってはチャンスにもリスクになり得るので、
案件ごとに注視していきたいと考えています。

信用金庫・信用組合に関しては、当社が共同システムを運営していますので、お客様から要望等
を伺いながら、お客様の環境変化にも対応できるようなサポートを行っていきたいと思います。

金融インフラ・金融ネットワーク分野では、24時間・365日化について今年度下期から来年度にか
けて具体的なビジネスに展開したいと思っています。また、Fintechという言葉を聞く頻度が増えてい
るとおり、金融分野においてITの進歩が従来型の業界の枠組み・ビジネスモデルを変えるという流
れが強まっています。

当社では既に、お客様との勉強会など、Fintech関連の取り組みを行っていますが、これも今年度下
期から来年度にかけて引き続き増加すると考えています。

クレジット分野では、従来のクレジットカード市場に加え、ネットショップでの決済が増加し、電子マ
ネー、ポイント等の取り扱いが一般的になってきており、当社にとってチャンスだと捉えています。
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法人・ソリューション分野では、製造業のお客様のグローバル化が進んでいますので、当社として
は国内におけるITサービスの提供に加え、海外での日系企業のサポートについても積極的に取り
組んでいきます。

流通業等では、先進的な企業においてオムニチャネルを始めとした戦略的なIT活用の効果が拡大
しているため、更なるIT投資の伸びが期待されます。

製造業は、業種、業態によって状況は違うものの、現時点では比較的IT投資を増やしているお客
様が多いので、当社もその動きをサポートしたいと考えています。

法人・ソリューション分野には、旧セグメントにおけるS&Tに属していたネットワーク・データセンタ事

業も含まれます。公共・金融のお客様よりも一般法人のお客様が多いので、機構改革の際に法人・
ソリューション分野に統合しました。ネットワーク・データセンタ共に根強い需要があり、災害対策や
信頼性の向上に向け、今年度下期、来年度以降も引き続き順調な投資活動が見込まれるため、当
社にとってもチャンスであると考えています。
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グローバルについては、地域別に状況が違うのでそれぞれご説明いたします。

アメリカでは、北米と南米では圧倒的に環境が違います。北米経済は、様々な課題もあるものの、
非常に順調に伸びてきています。来年、大統領選挙もあるため今後1年間は様々な動きやリスクファ
クターもあるとは思いますが、当面は力強い経済状況を見込んでいます。北米のNTT Data Inc.という

グループ会社では、非常に高い営業利益率となっています。また、金融系コンサルティングファーム
であるCarlisle & Gallagherを買収しました。北米や、イギリスを中心とするヨーロッパで最もFintechが

盛り上がっており、今後上流のコンサルティングが非常に重要になってくるため、非常に強いリソース
を手に入れたと思っています。

中南米は、将来的には大変厳しい様相が予測されています。イエレン氏の出口戦略が発令された場
合、中南米や東南アジアにて少なからず影響が出ることも想定されます。一方、昨年買収したスペイ
ンのeveris社は、メキシコ等の中南米6カ国に拠点を持ちますが、その中南米ビジネスは比較的堅調
に推移しています。中南米全体の経済環境と、everis社の動きを注視しながら、今後マネジメントした
いと思います。

当社のグローバルではEMEAが最大の課題を抱えていますが、これまで何度か体制やマネジメント
の変更をしてきた成果が出ており、今年度上期は概ね計画通りの状況です。EMEAの当社拠点の中
ではイギリスとドイツが比較的堅調ですが、ドイツではVolkswagen社の問題による影響が今後発生す
る可能性はあります。

また、スペイン、ポルトガル、イタリア等の南ヨーロッパについて懸念されていましたが、スペインでは
everis社が非常に順調な回復をしてきています。イタリアでは、若干厳しい状態が続いており当面はこ
の状態が続くと考えています。

アジア、オセアニア、中国に関しては、当社のビジネス規模が大きくありませんが、アメリカ経済や
中国経済の減速が東南アジアに影響を及ぼしており、懸念されるマイナス要素があります。

中国は、主にはオフショア開発の拠点であり、また現地マーケットでもビジネスを行っています。中
国には政治的な要素もあるため、注意しながら事業運営をしていきたいと思います。オフショアに関し
ては多少の人民元高影響がありますが、為替ヘッジ等により問題ない水準までリカバリーできている
と認識しています。
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第2四半期までの取組について、いくつかご説明いたします。

公共・社会基盤分野では、数年前からNTTデータ経営研究所という当社グループ会社を含む10

社以上で構成される脳科学コンソーシアムの取組みを行っています。例えば、おいしい食べ物を
食べたとき、においをかいだとき、きれいな絵を見たとき、脳が反応する部分の活動状態がわかっ
てきており、これを活用することで新しいニューロマーケティングができると考えています。例えば、
CMを見たときの視聴者の受けとめ方を分析し、CMの効果をある程度測定できるようになります。
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金融分野では、ベンチャー企業の新しいアイデアと、当社を含めた大企業や金融機関とを結び
つける取組みを数年前から行っており、幾つか結実してきています。それがオープンイノベーショ
ン支援プログラム、Digital Corporate Accelerate Program、DCAPです。
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以上、第2四半期までの主な取り組みのお話をさせていただきました。以上で私のプレゼンテー
ションを終わります。ご静聴ありがとうございました。
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